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第１類 総規 

第１章 組合設立 

島原地域広域市町村圏組合規約 

昭和46年４月１日長崎県指令46島振総第268号許可 

変更 昭和47年４月１日長崎県指令47島振総第195号許可 

平成元年４月１日長崎県指令１島振総第 55号許可 

平成８年２月21日長崎県指令７島振総第203号許可 

平成11年５月７日長崎県指令11島振地第 12号許可 

平成17年10月７日長崎県指令17島振地第158号許可 

平成17年12月27日長崎県指令17島振地第223号許可 

平成18年３月30日長崎県指令17島振地第284号許可 

平成19年３月28日長崎県指令18島振地第145号許可 

平成22年10月28日長崎県指令22市町振第464号許可 

平成23年１月20日長崎県指令22市町振第644号許可 

       平成25年８月６日長崎県指令25地振第448号許可 

       平成25年11月８日長崎県指令25地振第708号許可 

       平成28年１月22日長崎県指令27市町村第416号許可 

 

第１章 総則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、島原地域広域市町村圏組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、島原市、雲仙市及び南島原市（以下「関係市」という｡）をもって組織す

る。 
（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は、次の事務を処理する。 

⑴ 常備消防及び救急業務に関する事務 

⑵ 電子計算機の導入並びに電算センターの建設及び管理運営に関する事務（雲仙市を

除く。） 

⑶ 不燃物ごみ処理施設の建設及び管理運営に関する事務 

⑷ 介護保険業務の管理運営に関する事務（被保険者からの各種申請・届出にかかる受

付業務を除く。） 

２ 前項に規定する事務を共同処理する市のうち、雲仙市にあっては、同項第１号及び第

３号に掲げる事務（第３号については平成22年度までに収集された不燃物ごみの処理を

行うものに限る。）を旧国見町及び旧瑞穂町の区域で行う。 
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（事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、島原市に置く。 

第２章 組合の議会 

（議会の組織及び議員の任期） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という｡）の定数は、15人とし、関係市の議

会において当該議会の議員のうちからそれぞれ５人を選出する。 

２ 組合議員に欠員が生じたときは、その議員の属していた関係市の議会において速やか

にこれを補充しなければならない。 

３ 組合議員の任期は、関係市の議会の議員としての任期とする。 

第６条 組合の議会に議長及び副議長を置く。 

２ 議長及び副議長は、組合議員のうちから組合の議会で選挙する。 

３ 議長に事故あるとき又は欠けたときは、副議長が議長の職務を行なう。 

４ 議長及び副議長にともに事故があるときは、仮議長を選挙し、議長の職務を行なわせ

る。 

５ 第２項及び前項の規定により選挙を行なう場合において議長の職務を行なう者がない

ときは、年長の議員が臨時に議長の職務を行なう。 

第３章 執行機関 

（執行機関の組織及び選任の方法） 

第７条 組合に、管理者１人及び副管理者２人を置く。 

２ 管理者は、組合の議会において関係市の長のうちからこれを選任する。 

３ 副管理者は、管理者以外の関係市の長をもつて充てる。 

４ 管理者及び副管理者の任期は、関係市の長としての任期とする。 

（会計管理者） 

第８条 組合に会計管理者１人を置き、次条の職員のうちから管理者がこれを任命する。 

（補助職員） 

第９条 第７条に規定する者のほか条例の定めるところにより、職員を置く。 

２ 職員は、管理者が任免する。ただし、消防長以外の消防職員は、管理者の承認を得て

消防長が任免する。 

（監査委員） 

第10条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、知識経験を有する者及び組合議員の

うちからそれぞれ１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、知識経験を有する者のうちから選任される者にあつては４年とし、

組合議員のうちから選任される者にあつては組合議員としての任期とする。 

第４章 組合の経費の支弁の方法 
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（組合の経費の支弁の方法） 

第11条 組合の経費は、組合所有財産及び事業により生ずる収入その他法令により組合に

属する収入をもつてこれに充てるほか、不足額は、次の各号に定める基準により組合の

議会の議決を経て関係市が負担する。 

⑴ 通常の運営に要する経費の市別負担割合は、平等割を100分の20及び人口割を100分

の80とする。 

⑵ 第３条第１項第１号から第３号までの各号の事業に要する経費の市別負担割合は、

人口及び消防費に係る基準財政需要額等を基礎として事業別に定める。ただし、第３

条第１項第２号に規定する事業に要する経費の市別負担割合については、雲仙市を除

くものとする。 

⑶ 第３条第１項第４号の事業に要する経費の市別負担割合は、人口及び高齢者比率等

を基礎として別に定める。 

２ 前項第１号及び第２号の負担割合の算定に必要な人口の基準は、最近の国勢調査人口

とし、前項第３号の負担割合の算定に必要な人口の基準は、前年の10月１日の住民基本

台帳人口とする。 

３ 投資、災害、事故その他特別の事由による臨時的経費の支出に充てる負担金について

は、第１項の規定にかかわらず、組合の議会の議決を経て、特別の基準を定めることが

できる。 

第５章 雑則 

（委任） 

第12条 法令及びこの規約に定めるもののほか、組合運営に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

１ この規約は、長崎県知事の許可の日から施行し、昭和46年４月１日から適用する。た

だし、第３条第３号に規定する事務については、長崎県知事の許可を受け、別に管理者

が定めた日から施行する。 

２ 島原地域消防福祉組合規約（昭和45年３月28日議決）を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

島原地域福祉組合規約 

第１条中「島原地域消防福祉組合」を「島原地域福祉組合」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は、島原伝染病院に関する事務を処理する。 

第10条中第１号を削り、第２号中「前号の規定による人口とする」を「当該年度前の

直近の国勢調査人口による」に改め、同号を第１号とし、第３号から第５号までを１号
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ずつ繰り上げ、第６号を削る。 

附 則（昭和47年４月１日長崎県指令47島振総第68号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可の日から施行し、昭和47年４月１日から適用する。 

附 則（平成元年４月１日長崎県指令１島振総第55号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可の日から施行し、変更後の島原地域広域市町村圏組合規

約の規定は、昭和64年４月１日から適用する。 

附 則（平成８年２月21日長崎県指令７島振総第203号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可の日から施行する。 

附 則（平成11年５月７日長崎県指令11島振地第12号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可の日から施行する。 

附 則（平成17年10月７日長崎県指令17島振地第158号許可） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成17年10月11日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成17年度における雲仙市が負担すべき経費の負担金等の額については、この規約に

よる変更後の島原地域広域市町村圏組合規約第11条の規定にかかわらず、この規約の施

行の日前において、この規約による変更前の島原地域広域市町村圏組合規約第11条の規

定により算出して得られる旧国見町、旧瑞穂町、旧吾妻町、旧愛野町、旧千々石町、旧

小浜町及び旧南串山町が負担すべき経費の負担金等の合計額とする。 

３ 雲仙市が負担すべきふるさと市町村圏基金の出資金の額については、この規約の施行

の日前において、島原地域広域市町村圏組合規約第12条の規定により旧国見町及び旧瑞

穂町が負担していたふるさと市町村圏基金の出資金の合計額とする。 

附 則（平成17年12月27日長崎県指令17島振地第223号許可） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成18年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成17年度における島原市が負担すべき経費の負担金の額については、島原地域広域

市町村圏組合規約第11条の規定にかかわらず、この規約の施行の日前において、同条の

規定により算出して得られる島原市及び旧有明町が負担すべき経費の負担金の合計額と

する。 

３ 島原市が負担すべきふるさと市町村圏基金の出資金の額については、この規約の施行

の日前において、島原地域広域市町村圏組合規約第12条の規定により島原市及び旧有明

町が負担していたふるさと市町村圏基金の出資金の合計額とする。 

附 則（平成18年３月30日長崎県指令17島振地第284号許可） 

（施行期日） 
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１ この規約は、平成18年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成17年度における南島原市が負担すべき経費の負担金の額については、この規約に

よる変更後の島原地域広域市町村圏組合規約第11条の規定にかかわらず、この規約の施

行の日前において、この規約による変更前の島原地域広域市町村圏組合規約（以下「変

更前の規約」という。）第11条の規定により算出して得られる旧加津佐町、旧口之津町、

旧南有馬町、旧北有馬町、旧西有家町、旧有家町、旧布津町及び旧深江町が負担すべき

経費の負担金の合計額とする。 

３ 南島原市が負担すべきふるさと市町村圏基金の出資金の額については、この規約の施

行の日前において、変更前の規約第12条の規定により旧加津佐町、旧口之津町、旧南有

馬町、旧北有馬町、旧西有家町、旧有家町、旧布津町及び旧深江町が負担していたふる

さと市町村圏基金の出資金の合計額とする。 

附 則（平成19年３月28日長崎県指令18島振地第145号許可） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際、地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律第53号）附則

第３条第１項の規定により、収入役が現に在職する場合においては、この規約による変

更後の島原地域広域市町村圏組合規約第８条の規定は適用せず、この規約による変更前

の島原地域広域市町村圏組合規約第８条の規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成22年10月28日長崎県指令22市町振第464号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可の日から施行する。 

附 則（平成23年１月20日長崎県指令22市町振第644号許可） 

この規約は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年８月６日長崎県指令25市町振第448号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可のあった日から施行する。 

附 則（平成25年11月８日長崎県指令25市町振第708号許可） 

この規約は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年１月22日長崎県指令27市町村第416号許可） 

この規約は、長崎県知事の許可のあった日から施行する。 

 

 


